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山形市地域公共交通協議会規約（案）の制定について      資料１ 
 
 
６ 閉  会 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（敬称略）

所属 職名 氏名 規約上の構成員区分 備考

山形市企画調整部 部長 伊藤　哲雄 山形市長又はその指名する者

東北芸術工科大学 教授 吉田　朗 学識経験者

東日本旅客鉄道株式会社東北本部
企画総務部

経営戦略ユニット企画課長
箸方　稔 区域内の公共交通事業者

山交バス株式会社 取締役営業部長 後藤　利樹 〃

山形地区ハイヤー協議会 会長 石川　康夫 〃

山形市自治推進委員長連絡協議会 会長 宮舘  照彦 利用者代表

山形商工会議所 地域振興課長 後藤　新也 〃

国土交通省東北運輸局山形運輸支局 首席運輸企画専門官 角張　英恵 区域内の地方運輸局 代理出席

山形県村山総合支庁総務課連携支援
室

室長 菅野　光昭 都道府県

国土交通省東北地方整備局山形河川国道事務所 調査課長 杉山　義浩 区域内の道路管理者

山形県村山総合支庁建設部道路課 道路管理専門官 後藤　正孝 〃 代理出席

山形市都市整備部道路維持課 課長補佐 金子　健二 〃 代理出席

山形警察署 交通第一課長 押切　貴大 区域内の警察署

山形県交通運輸産業労働組合協議会
一般旅客自動車運送事業者の事
業用自動車の運転者が組織する
団体

課長補佐 布施　浩治

課長補佐（兼）
交通結節点係長

関　長英

地域交通戦略係長（兼）
仙山連携推進担当室主幹

（連携推進担当）
柏田　康太

交通ネットワーク係長 小玉　正樹

主査 大場　千華

主任 大澤　茉歩

主事 須藤　晶也

欠席

山形市地域公共交通協議会　設立総会
出席者名簿

山形市企画調整部公共交通課 事務局



 
山形市地域公共交通協議会規約（案）の制定について 

 
 

 
１ 目的 
  山形市地域公共交通協議会の設立にあたり、協議会の所掌事項等を定める規約を

定めるもの。 
 
２ 協議会の組織体制 
  協議会と専門部会で構成する。 

協 議 会…原則年１回開催し、原則全ての構成委員が出席する。 
協議内容は前年度の取組実績、今年度の取組状況等。 

専門部会…必要に応じて開催する。 
構成委員は協議内容に応じて協議会構成員から市長が選任する。 
協議内容は専門的な協議又は調整等。                
専門部会で承認した事項は原則協議会での承認が必要であるが、緊急 
を要する事項又は専門性の高い事項は、専門部会での承認をもって協 
議会での承認とみなすことができる。その場合、専門部会の承認直後 
に開催される協議会へ報告を行う。 

 
 ＜協議会の組織図＞ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
３ 山形市地域公共交通協議会規約（案） 
  別紙「山形市地域公共交通協議会規約（案）」のとおり 

 
４ 制定時期 

令和６年５月３１日 
 

５ その他 
  本協議会の規約の制定を踏まえ、山形市地域公共交通会議を廃止し、山形市公共

交通活性化協議会及び山形市総合交通戦略協議会を解散する。 

資料１ 

地域公共交通協議会 

＜協議内容＞ 
・地域公共交通計画の進捗管理 
（前年度取組状況の報告及び 

当該年度の進め⽅に係る協議） 
・総合交通戦略の進捗管理  など 

専門部会 

＜協議内容＞ 
・地域公共交通計画の次年度に向けた
事業の⾒直し検討 

・コミュニティバスの運⾏内容変更に係る 
協議 

・コミュニティバス等の国庫補助申請に係
る協議・評価  など 

 議題に応じて、必要なメンバーを 
招集する。 
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山形市地域公共交通協議会規約（案） 
 
（目的） 
第１条 地域公共交通の活性化及び再生に関する法律（平成１９年法律第５９号）の規定に

よる地域公共交通計画（以下、「交通計画」という。）の策定に関する協議及び実施に係る

連絡調整を行うとともに、道路運送法（昭和２６年法律第１８３号）の規定に基づき、地

域における需要に応じた住民の生活に必要な公共交通等の旅客運送の確保その他旅客の利

便の増進を図り、地域の実情に即した輸送サービスの実現に必要となる事項に関する協議

を行い、あわせて、都市・地域総合交通戦略要綱（平成２１年３月１６日付国都街第７７

号）の規定による都市・地域総合交通戦略（以下、「戦略」という。）の策定に関する協議

及び実施に係る連絡調整を行うため、山形市地域公共交通協議会（以下、「協議会」という。）

を設置する。 
（事務所） 
第２条 協議会は、事務所を山形市旅篭町二丁目３番２５号山形市役所内に置く。 
（所掌事項） 
第３条 協議会は、次に掲げる業務を行う。 
（１）交通計画の策定及び変更の協議に関すること。 
（２）交通計画の実施に係る連絡調整に関すること。 
（３）交通計画に位置づけられた事業の実施に関すること。 
（４）地域の実情に応じた適切な乗合旅客運送の態様及び運賃、料金等に関すること。 
（５）交通空白地有償運送の必要性及び旅客から収受する対価に関すること。 
（６）戦略の策定及び変更の協議に関すること。 
（７）戦略の取組に係る連絡調整に関すること。 
（８）戦略に位置づけられた事業の実施に関すること。 
（９）協議会の運営方法その他協議会の目的を達成するために必要な業務。 
（構成員） 
第４条 協議会の構成員は、別表に掲げる者（法人又は団体にあっては、当該法人又は団体

の長が指名する者）とする。 
２ 構成員の任期は、２年とする。ただし、構成員が欠けた場合における補欠の構成員の任

期は、前任者の残任期間とする。 
３ 構成員は再任を妨げない。 
（役員） 
第５条 協議会に、次の役員を置く。 
（１）会 長 １人 
（２）副会長 １人 
（３）監 事 ２人 
２ 会長は、山形市長又はその指名する者をもって充てる。 

資料１ 別紙 
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３ 副会長及び監事は、構成員の中から互選する。 
（役員の職務） 
第６条 会長は、協議会を代表し、その会務を総括する。 
２ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故のあるときは、会長の職務を代理する。 
３ 監事は、協議会の出納監査を行い、監査の結果を会長に報告する。 
（会議） 
第７条 協議会の会議（以下「会議」という。）は、会長が招集し、議長となる。 
２ 会議は、構成員の過半数が出席しなければ、開くことができない。 
３ 構成員は、やむを得ない理由により会議を欠席する場合、代理の者を出席させることが

できるものとし、あらかじめ会長に代理の者の氏名等を報告することにより、その代理の

者の出席をもって当該構成員の出席とみなす。 
４ 会議の議決は、出席者の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の決するところ

による。 

  ただし、実施する事業を決定する場合は、当該事業の実施にあたり、関係する事業者な

どから予め同意を得るものとする。 

５ 会長は、必要があると認められるときは、構成員以外の者に対して、資料を提出させ、

又は会議への出席を依頼し、助言等を求めることができる。 
６ 会議は、書面にて協議することができる。 
７ 会議は、原則として公開とする。ただし、公正かつ円滑な議事運営及び個人情報等の取

扱い等については十分配慮し、必要に応じ非公開とする等の適切な措置を講じなければな

らない。 
８ 前各項に定めるもののほか、会議の運営に関し必要な事項は、会長が別に定める。 
（協議結果の尊重義務） 
第８条 構成員は、会議において協議が整った事項については、その協議結果を尊重しなけ

ればならない。 
（専門部会） 
第９条 会長は、第３条各号に掲げる事項について専門的な協議又は調整を行うため、必要

に応じ協議会に専門部会を置くことができる。 
２ 専門部会の委員は、構成員のうちから会長が指名する。 
３ 会長は、必要があると認められるときは、委員以外の者に対して、資料を提出させ、又

は専門部会への出席を依頼し、助言等を求めることができる。 
４ 専門部会で議決された事項は、原則協議会での承認を要する。ただし、緊急を要する事

項又は専門性の高い事項は、専門部会での議決をもって協議会での承認とみなすことがで

きる。その場合、専門部会での議決の直後に開催される協議会において報告しなければな

らない。 
５ 前各項に定めるもののほか、専門部会の運営に関し必要な事項は、会長が別に定める。 
（事務局） 
第 10 条 協議会の業務を処理するため、協議会に事務局を置く。 
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２ 事務局は、山形市企画調整部公共交通課に置く。 
３ 事務局に事務局長、事務局次長及び事務局員を置き、会長が指定した者をもって充てる。 
４ 事務局に関し、必要な事項は、会長が別に定める。 
（経費の負担） 
第 11 条 協議会の運営に要する経費は、負担金、補助金その他の収入をもって充てる。 
（財務に関する事項） 
第 12 条 協議会の予算編成、現金の出納その他財務に関し必要な事項は、会長が別に定める。 
（会計年度） 

第 13 条 協議会の会計年度は、毎年４月１日に始まり、翌年３月３１日に終わる。 

（協議会が解散した場合の措置） 
第 14 条 協議会が解散した場合における協議会の収支は、解散の日をもって打ち切り、事務

局において決算する。 
（補足） 
第 15 条 この規約に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項については、会長が

別に定める。 
 
附 則 
この規約は、令和６年 月 日から施行する。 
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別 表 
構成員 備 考 

山形市 山形市長又はその指名する者 

学識経験者  

東日本旅客鉄道株式会社東北本部 区域内の公共交通事業者 

山交バス株式会社 〃 

山形地区ハイヤー協議会 〃 

山形市自治推進委員長連絡協議会 利用者代表 

山形商工会議所 〃 

国土交通省東北運輸局山形運輸支局 区域内の地方運輸局 

山形県村山総合支庁総務課連携支援室 都道府県 

国土交通省東北地方整備局山形河川国道

事務所 
区域内の道路管理者 

山形県村山総合支庁建設部道路課 〃 

山形市都市整備部道路維持課 〃 

山形警察署 区域内の警察署 

山形県交通運輸産業労働組合協議会 
一般旅客自動車運送事業者の事業用自動

車の運転者が組織する団体 
 


